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京都議定書の＜革新＞

これまでタダであった

温室効果ガスの排出に

明示的に価格がつくこと
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議定書は

温室効果ガスの排出に

価格をつけて

温暖化から地球を守る
ことを選択した
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限界削減費用曲線

とは？
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排出権取引とは？

・各国別に削減すると，第１国はＡ，第２国はＢ

・ A*+B* は最小費用（議定書の目標をこれ以上安く達成

　できない）
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排出権取引
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各国別の炭素税　―理想的な場合（約束排出量を達成）―

・国内削減にかかる費用は排出権取引のほうが安い
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世界均一炭素税　―理想的な場合（約束排出量総計を達成）―

・排出削減にかかる費用は排出権取引と同じ
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コマンド・アンド・コントロール政策の非効率性

・政府が各産業に５０％の削減を命令→産業１ではＡ，産

業２ではＢの費用　Ａ＋Ｂ＝Ｃ＋Ｄ

・同じ削減量はＣの費用で達成可能
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環境鎖国政策１（地球温暖化対策推進大綱）

・削減費用＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ，
・新環境基本計画　京都メカニズム＝最終調整メカニズム
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環境鎖国政策２（安い炭素税の国内効果）

・安い炭素税をかけると．．．Ａ＋Ｂ＋Ｃの費用がかかる
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環境鎖国政策３　国際排出権市場への影響

・需要国は早めに排出権を確保したい
　
高めの価格

各国は国内削減を実行

排出権に対する需要量が減少（日本の鎖国政策が荷担）

排出権価格の暴落

アメリカ・ＥＵは得，ロシアは損

　各国の削減意欲を削ぐ
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実験例
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まとめ

・排出権取引の炭素税に対する優位性

・排出権取引を軸に国内制度設計へ

・国内制度と国際制度のリンク

・環境鎖国から環境貿易立国へ

・環境税は地球温暖化の視点とは別の視点が

　必要


